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令和6年1月1日16時10分，石川県能登地方を震源とするマグニチュード7.6 ，震源の深さ16kmの地震が発

生した．気象庁は，令和6年1月1日の地震及び令和2年12月以降の一連の地震活動について，その名称を

｢令和6年能登半島地震｣と命名した．地震により道路や河川，海岸堤防などの社会インフラも甚大な被害

を受け，能登地方では孤立する集落が発生した．石川県が管理している｢のと里山海道｣においても甚大な

被害を受け，復旧する上で強靱な国土づくりが求められている． 
本稿では，過去の被害状況や今回被災した箇所の調査を実施したことで，被災箇所の特徴や原因を明確

にし，早期に復旧・復興を目指す復旧方針や現在検討している対策などを示した． 
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1． はじめに 

 令和 6 年 1 月 1 日 16 時 10 分，石川県能登地方を震源と

するマグニチュード 7.6  ，震源の深さ 16km の地震が発生

した．道路や河川，海岸堤防などの社会インフラも甚大

な被害を受け，地震発生直後は，高速道路や国道等で通

行止めとなった．石川県が管理している｢のと里山海道｣

においても大規模崩落による通行止めを余儀なくされ，

被災地への支援や復旧に大きな支障がでた． 
国土交通省は，石川県知事の要請により 1 月 23 日に

「のと里山海道」の復旧・復興を直轄権限代行で実施す

ることを決めた．その上で災害対策基本法で制定した

「防災・減災」，「国土強靱化の取組の加速化・深化」

を図り，災害に屈しない強靱な国土づくりが求められて

いる． 

また、近年，気候変動の影響により気象災害は激甚

化・頻発化しており、南海トラフ地震，日本海溝・千島

海溝周辺 海溝型地震，首都直下地震などの大規模災害

の発生も切迫している. 大規模災害では，住民の日常生

活，経済・産業にかかせない社会インフラに対し，甚大

な影響を与える可能性が高く，その被害は，災害発生後

の救助活動や復旧作業、復興活動を妨げることとなる．

特に，緊急輸送道路は被災地の拠点への道路ネットワー

クとして重要であり，今後の気象災害や大規模地震に対

して，耐震化，老朽化対策を行うことが急務である. 

 本稿では，以上の観点を踏まえ，令和 6年能登半島地

震における「のと里山海道」の被災状況と，早期の復

旧・復興のために新技術を用いた被災箇所での調査，平

成 19 年の能登半島地震を踏まえた復旧方針について報

告する. 

 

２．令和6年能登半島地震の概要 

2-1   地震概要 

 令和 6年 1月 1日に発生した令和 6年能登半島地震で

は，図-1に示すとおり石川県輪島市，志賀町で震度 7を
観測した．死者281人，重軽傷者1326人，全壊家屋8,429
棟，半壊家屋21,370棟（令和6年7月1日時点：内閣府）
1)の被害をもたらした． 

 
図-1 位置図 



2-2   のと里山海道の概要 

 「のと里山海道」は石川県が管理する千鳥台から穴水

IC の 82.2km と国土交通省が管理する穴水 IC からのと三

井 ICの 10.9kmからなる全長約 90kmで最高速度 80km/hの
自動車専用道路であり，石川県民の生活や経済，産業の

発展に大きな役割を担っている．また，第1次緊急輸送

道路に指定されており，災害直後から、避難・救助をは

じめ、物資供給等の応急活動のために、緊急車両の通行

を確保すべき重要な路線である．  

 令和 6年能登半島地震により甚大な被害を受けた七尾

市に位置する徳田大津 ICからのと三井 ICまでは，山岳

地帯となっている．本地震による被災箇所は，丘陵地を

下刻して形成された谷地形が細かく複雑に分布し，特に

北部の丘陵地において谷が深くなるため，道路は高盛土

（一部橋梁）により建設された箇所が多い 2)．また，平

成 19年の能登半島地震後にまとめられた｢能登半島地震

災害技術報告書｣3)によれば，「のと里山海道」周辺に分

布する地層は，概ね新第三紀中新世前期の穴水累層であ

り，横田 IC 南側の一部では中新世後期の泥岩層が分布

する．道路沿いに分布する穴水累層は，主として凝灰角

礫岩であり，堆積時の高温酸化とその後の風化・変質作

用の進行により赤褐色を呈しており，能登赤土と称され

ている．含水比は 50％前後と高く非常に脆い． 

2-3   のと里山海道の被害状況 

2-3-1   平成19年の能登半島地震 

 「のと里山海道」では，過去にも大規模災害が発生し

ており，平成 19年 3月 25日最大震度 6強の能登半島地

震により，大規模崩落 11 箇所，路面の段差・クラック

37箇所，橋梁の損傷 6箇所と甚大な被害を受けた． 

2-3-2   令和6年能登半島地震 

 令和 6 年能登半島地震では，大規模崩落 27 箇所と甚

大な被害を受け，路面や橋梁おいても損傷が確認された．

図-2,3 のように複雑に沢地形が入り組む集水地形上に高

盛土を構築していた能登大橋の橋台背面では，大規模な

盛土崩壊が発生し，大きな段差を伴い道路が分断された． 

2-4   地震によって明らかになった課題 

 能登半島は石川県北部に位置し，三方を海に囲まれて

いる．加えて 300m 以下の稜線標高を有する山地性丘陵

地で外部からの道路ネットワークが限られており，県庁

所在地である金沢市や隣接する県からの移動時間を要す

るなど地理的な特徴がある． 

 令和 6年能登半島地震により大規模崩落が発生し道路

は寸断され，沿岸では隆起により海路からの復旧が困難

となり，能登地方では孤立する集落が発生した．そのた

め，救命救助や物資輸送が困難になっただけでなく，停

電や断水，通信障害など復旧が長期化した課題がある． 

 

3. 調査・原因分析 

 復旧方針を検討するにあたり，のと里山海道の被災状

況（平成 19 年対策箇所含む）を詳細に把握することや，

原因を分析することが必要であるため以下を実施した． 

3-1   平成19年対策箇所の被災状況 

復旧方針を検討するにあたって，前回被災箇所の対策

工法の妥当性を検証するため，平成 19年 能登半島地震

の被害状況と対策工法の確認を行った． 

結果，平成19年に被災し対策を講じた箇所では令和6
年能登半島地震で被害が少ないことが判明した．しかし，

平成 19 年の対策は崩壊箇所を局部的に実施したもので

あったため，対策箇所に隣接する未被災箇所については

図-2 能登大橋 A1橋台断面図 

図-3 能登大橋 A1橋台 地形図 写真-1  大規模崩落箇所 



令和 6年に大きく崩壊し，対策箇所の端部も崩落の影響

を受けた(写真-1)．こうした被災箇所の復旧では崩落し

た局所のみの対策ではなく，盛土体全体としての対策が

望ましいことがわかる．  

また，能登大橋A1背面盛土では，平成 19年の被災で

盛土上部の補強材設置と盛土法肩へのH鋼杭の設置を講

じたが，再度，大規模崩落した(写真-2)．盛土体は沢地

形の上に構築された高盛土であり，橋台に向かって下り

勾配であったため盛土体内の土中水が集中する状況であ

った(図-3)． 

3-2  被災状況把握のための調査（土工部） 

 「のと里山海道」を構成する土工部の土質性状，地層，

地盤強度を把握することを目的にボーリング試験，サウ

ンディング試験を計 113箇所で実施した．調査結果とし

て，盛土部は未改良の粘性土が主体であった． 

 また，被災前後の地形変状の把握を目的として地形数

値解析を実施した．この解析は被災前後の航空測量デー

タを重ね合わせることで，地盤変位の大きさや向きが判

断できる．結果，図-4 より 6.0kp の豊川橋付近では地形

変状が確認でき，切土崩落が現地で発生していることが

確認できた．また，解析によって沢地形の把握すること

ができるため隠れ地すべり地形を判断できる． 

3-3   被災状況把握のための調査（橋梁部） 
 令和 6年能登半島地震により能登大橋は上部工および

下部工に著しい損傷が認められた．対面 2車線となり，

多くの車両が走行することから，新技術を用いた詳細調

査等を実施し，安全の可否，復旧における補修・補強工

法の検討を行った． 

 能登大橋PA1橋脚上のポステンT桁端部に主桁コンク

リートの剥落が見られた．また，外観変状のみでなく，

コンクリート内部の PC 鋼材の状態を把握するため，国

土交通省点検支援技術性能カタログ 1)に掲載されている 
SenrigaN（せんりがん）を用いた漏洩磁束法により破断

の有無を調査した．漏洩磁束法は内部鋼材に着滋用磁石

で磁場を帯びさせ，磁化した鋼材の破断部に生じる磁場

変化を計測装置で捉える方式である． 

 G1 桁ウェブ外面(58 面)，G6 桁ウェブ外面(59 面)，

PA1橋脚上端横桁(15面)で計測した結果，すべて破断な

しであった (図-5)． 

写真-2  能登大橋 大規模崩落箇所 

図-4 地形数値解析 

図-5 調査箇所（左：PA1断面図，右：支間中央ヒンジ部） 

図-6 能登大橋 調査箇所 



 また，ラーメン箱桁部において機能上重要な支間中央

のヒンジ支承付近にもひび割れなどの損傷が見られたた

め，P1-P2間:1地点4箇所，同様にP2-P3間の計16箇所で

各支承に変位変換器を取付け，車両通行時の挙動を計測

した(図-5,6)．  

 調査結果として，全ての支承でヒンジとしての回転機

能を確認できたため，緊急的な対策は不要である．  

さらに，3-2 で記述した地形数値解析を橋梁部におい

ても実施した．対象橋梁は豊川橋と小牧橋で，構造物を

含めた広い範囲の地盤の視覚化や構造物の変状原因が周

辺地形の移動や崩落なのか，構造物単独の移動なのかの

把握を行った．図-4は豊川橋の結果であるが，豊川橋で

は橋梁箇所の地盤変動が確認されないことから，構造物

単独の損傷と判断できる．  
3-4   被災の原因 

 以上より，大規模崩落の発生した箇所は沢地形や高盛

土であり，地震動により盛土が大きく揺さぶられ安定性

が失われたこと，盛土内の過剰間隙水圧が上昇し，せん

断抵抗が低下したことが原因として考えられる．  

 

4.  方針・対策 

4-1  方針・対策検討のための組織体制 

 大学教授や国土技術政策総合研究所より技術的な検

討・助言を道路復旧技術検討委員会で議論し，分野ごと

の個別課題に対する検討の場としてはワーキンググルー

プを設置することで適切な方針の検討を実施した．復旧

の設計に関しては，全ての業務関係者を集めた連絡会議

を定期的に開催し，課題・問題点を逐次共有することで，

迅速な復旧・復興に取り組む． 

4-2  復旧方針 

 令和 6年能登半島地震の被害を受けて，明らかになっ

た課題を未然に防ぐため，また，今後の大規模災害が発

生した際の減災のため，委員会等で議論し検討した復旧

方針を以下のとおりとする．  

① 本復旧にあたっては，地震発生時における被災を最

小限にして通行機能を迅速に回復できるような構造

を目指す．なお，本震で被災した場合，地震発生後

の余震時においても通行機能の維持，迅速な回復が

できるような構造を目指す．  

② 応急復旧時においても，地震発生後の余震時におい

て，当面の通行が安全に確保できるような構造・対

策を実施する． 

③ 被災が大規模で原形復旧が著しく困難又は不適当な

場合は，復旧の費用や期間などを総合的に比較検討

し，従前の効用を復旧するために既存の道路用地を

最大限活用するなどしてルートの選定も含めて検討

する． 

 令和 6年能登半島地震の被災箇所の復旧については，

被災を最小限にして通行機能を迅速に回復できる構造に

することや，今後の地震等で被災した際，どのような被

害を受けるかも踏まえて検討することが重要である．そ

の上，地域特有の地形を把握し，大規模崩落が連続(写

真-3)，集水地形の要対策箇所もあるため，Ⅰ期線側で

本復旧するか，Ⅱ期線用地を活用し復旧するかの判断が

求められる． 

4-3  本復旧での対策 

被災状況の調査により平成 19 年の能登半島地震で対

策を講じた箇所は被害が少なかったことから，大規模崩

落箇所においては同様の対策を基に検討し，道路構造の

強靱化を図る方針とした．なお，平成 19 年の能登半島

地震における対策は以下のとおりである(図-7)． 

① 改良土による路体盛土とジオテキスタイルを用いた

補強盛土工(写真-4) 
 ・路体盛土は崩土を改良し再利用 

 ・盛土下部から法尻までの靱性を向上させるジオテキ

スタイルを用いた補強盛土工 

 ・盛土基礎地盤が軟弱な場合は，排水性を考慮して栗

石により置き換え 

② 暗渠排水工等による地表水・地下水の排出(写真-5) 
 ・暗渠排水や水平排水材により盛土内の地下水を排出

し，盛土の不安定化を抑制 

 ・集水地形や湧水箇所による地表水・地下水の排水 

③ 押え盛土やふとんかごによる盛土法尻部の安定化

(写真-6) 
 ・法尻部に崩落土砂を押え盛土として有効活用し，法

尻には排水性を考慮して大型ふとんかごを設置 

今回の復旧では盛土勾配は被災状況に応じて設定する

こととし，地震時の影響も安定計算の検討条件とする予

定である． 

橋梁部における復旧方針については，能登大橋を例に

示す．今回の地震により能登大橋の A1 橋台ではひび割

れや橋台背面沈下が発生した．また，高盛土の沢状地形写真-3  Ⅱ期線用地活用箇所 



であり，降雨や地下水などの盛土内浸透や，長期間にわ

たる乾湿繰り返し風化により盛土を脆弱化させるような

地形であることから，被災した橋台などの復旧する上で

地盤変位が生じる箇所を避けることも含め，下部工の施

工の復旧案として検討している． 

なお，参考までに地質状況を踏まえて橋台位置をずら

した過去の事例を紹介する．平成 20 年の岩手・宮城内

陸地震での祭畤大橋や平成 28 年の熊本地震での阿蘇大

橋は地盤変状の影響を受け橋台位置の見直しを行ってい

る．路線計画の検討段階において地滑りや断層変位のよ

うな地盤変状のリスクがある地点に橋を架橋するような

計画にしないことが重要である 4)．  

以上より，令和 6年能登半島地震では過去の被災，調

査を踏まえて，被災箇所毎に地形や地質条件など今後の

大規模災害に備えた復旧方法を検討し取り組んでいく． 

 

5.今後に向けて 

本稿では令和 6年能登半島地震における被災状況と復

旧方針を示した．のと里山海道では高盛土で建設された

箇所や沢地形で大規模崩落が発生したことから，今回被

害がなかった箇所においても高盛土や沢地形の箇所，排

水対策工が未実施な箇所では予防的な対策が重要である． 

本稿で示した復旧方針はあくまでも現形復旧を基本と

したものであるが，今後の大規模災害に向けて，より強

靱な社会インフラ整備のために抜本的な対策も検討して

いくことが重要である．現状 4車線で供用している箇所

については，大規模崩落が発生しても被災箇所が小さい

方の 2車線を使用し，交通開放が実施できている．また，

地域特有の地形により，道路の線形など厳しい箇所も多

くあり，のと里山海道を検討していくことで，災害に強

い国土づくりへつながる． 
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